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４つの高度化方策（概要）

１ 業務のDXの更なる推進
・組織管理業務や定型業務等は、AI等により可能な限り自動化を
進め、職員は、課題解決や専門性の高い業務、創造的な業務に
役割シフトを進める。
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２ EBPMの推進

・地域の課題をデータから発見し、最も効果的かつ効率的な
解決策を立案・決定・実施・評価する仕組みを整える。

３ 連携と共創の推進

・自治体、企業、大学など地域の関係者や研究者が、知恵と力を
出し合う公民連携や、複数自治体が協働する広域連携を進める。

４ 職員の育成と、組織環境の整備推進

・挑戦する職員の育成と、職員が活躍しやすい組織環境の整備、
定着を進める。



１ 業務のDXの更なる推進

 AIによる業務の自動化、判断支援等

○ 公文書作成支援、決裁の自動化、判断支援等

○ 問い合わせ対応業務の自動化の更なる推進

 データ活用環境の整備推進

・県民からの問い合わせ対応
・県庁内や市町村の（職員からの）問い合わせ対応

・判断ルールの明確な業務（定型業務等）の自動化、判断支援
・公文書等の作成支援、関係法令・事例等検索支援、調査支援
・広報やウェブデザインの構成案等の作成に活用等

・保有データ等を効率的に収集・蓄積・加工・分析・可視化
できる環境の整備

・データ活用スキルの取得・蓄積等
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出典：総務省「自治体における生成AI導入状況」（令和6年7月）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000956953.pdf

自治体における生成AI導入状況 （総務省調査）
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出典：総務省「自治体における生成AI導入状況」（令和6年7月）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000956953.pdf

自治体における生成AI導入状況 （総務省調査）
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EBPM＝エビデンス（証拠）に基づく政策立案

EBPMとは？

統計データや各種指標など、客観的エビデンス（根拠や証拠）を基にして、
政策の立案、決定や実行を、効果的・効率的に行うこと

EBPMの目的
民意や社会状況を、きめ細かく、的確に反映した政策を立案するとともに、
政策の効果を可視化して、必要に応じて軌道修正を行えるようにすること

思いつきや、思い込みによる政策ではなく、可能な限り
確実な政策に予算を投入することが求められている
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２ EBPMの推進



① 政策立案の前提となる事実認識

② 政策とその効果を結び付けるロジック

③ 政策の効果を裏付けるエビデンス

明確に示され
ていること
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可能な限り確実な政策とは？



政策施策評価とEBPM

従来の政策施策評価

予算原課 → 政策施策の正当性主張に終始

査定・レビュー →  思いつきの指摘や
削減ありきの指摘に終始しがち
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議論が噛み合
わないことも

対して、EBPMは

政策立案段階から

政策目的（課題）と政策（方法）を論理的に整理 →  ロジックモデル

事前評価・事後評価を実施 →   ロジックモデルの有効性を検証

結果を査定やレビューで提示、公表 →   客観的検証を可能に

噛み合う議論
役に立つ評価

さらに、住民や議会に対して、政策の正当性を
示すためのものになっているのではないか？

失敗も活かす
役に立つ政策



EBPMのプロセス

01 政策課題の把握

02 アウトカムの設定

EBPMのプロセス（ EBPMサイクル）
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03 ロジックモデルの作成

04 エビデンスの参照

05 効果測定と検証

06 ロジックモデルの改善

07 次期サイクルに反映

検証結果に基づき、政策手段や、ロジック
モデルを見直し

客観的に計測可能なアウトカム指標を設定

データ分析等により、社会課題を把握

ロジックモデルを用いて、問題の構造化と
解決策（政策手段）の仮説を設定

客観的なエビデンスにより仮説が裏付けら
れるかの参照・評価

データの収集と分析（アウトカムとの関係）

政策形成〜実行プロセス全体を見える化



01〜02 政策課題の把握

「問題」と「課題」
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「問題」とは？

「課題」とは？

・ 目標と現状の間にあるギャップ
・ あるべき姿を阻害されている状態

・ 目標と現状のギャップを埋めるために
やるべきこと

・ 阻害要因を解消するために解決すべき
具体的なポイント

・ 課題を明確にすることが、解決の第一歩



課題整理シートの作成イメージ

テーマ スマートな窓口サービスの実現
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あるべき姿 ・ひとつの窓口で手続きが完結する
・簡単に用事が済む
・親切な、分かりやすい案内、説明
・問い合わせや相談が、簡単に、身近な場所でできる

問 題 ・申請書類を書くのに時間がかかる、同じことを書くのが面倒
・説明が分かりにくい、書類が分かりにくい、書類が多過ぎる
・たらい回しされる
・行政手続きには様々な持ち物が求められるが、どこで何が必要になるか

網羅的に調べるのは大変

課 題 ・申請書を書かないで済む、書く項目を少なく
・説明や案内を分かりやすく
・関連の手続きは、まとめて1回で済ませられる
・手数料や使用料はキャッシュレスで清算できる
・事務処理時間を短くする

施策（事業） ・マイナカードを活用した書類作成
・オンラインで一連の手続きが完結
・バックオフィスのBPR、自動化、データ連携など
・AIを活用した高度な案内機能など



問題の発見、課題の抽出の方法
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問題の発見

課題の抽出

・ 各種統計数値の変化、変化率の継続的観察
・ 他の行政主体等との比較、地域間の比較
・ 住民、地域企業等への定期的ヒアリング
・ サービス等利用者、提供者へのヒアリング
・ 相談や問い合わせ、通報、苦情等のテキストマイニング
・ webサイトのアクセス履歴分析
・ ネット、SNS等の書き込みチェック
・ 地域や街の状況の観察 など

・ 関係者へのデプス・インタビュー
（原因は何か？ どうなったら嬉しいか？等）

・ 顧客経験（CX）調査等マーケティング手法を活用
・ 住民・関係者・多様なメンバーによるワークショップ
・ 仮説を立て、裏付けとなるデータや情報を抽出
・ 見えない課題を見える化するためにデータを活用
・ なぜなぜ分析 など

現場に密着して、
多様な情報を集める



問題の発見、課題の抽出

統計的手法による分析（広島県の事例）

テキストマイニング
文書データから、有益な情報を
抽出する分析手法

数量化Ⅲ類分析
アンケートの回答などの分析手法
（似ている回答をグループ分け）

出典：広島県「広島県のEBPMの取組」
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/life/1033178_9155852_misc.pdf 13



問題の発見、課題の抽出

統計的手法による分析（神戸市 人口減少抑制対策検討における事例）

出典：総務省統計局e-stat「令和5年度 統計データ利活用事例集」
https://www.stat.go.jp/dstart/case/pdf/r5/r5_case09.pdf 14

神戸市の事例
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03 ロジックモデル

・ 政策の実施により、その目的が達成されるまでの
論理的な因果関係（過程）をフロー図で示したもの

・ 政策や事業の設計図

資 源
（予算等）

活 動
モノ

サービス

インプット アウトプット アウトカム事業活動

初期
アウトカム

中間
アウトカム

最終
アウトカム

・ 政策の論理的構成、意義、概念を明確化するとともに
政策設計における問題点の発見に役立てる

・ 評価ポイント、指標を明確化し、評価・検証を行う

課 題 効 果

ロジック・モデルとは ＝ 論理に基づく仮説



出典：厚生労働省「ロジックモデルを活用した医療計画の策定 〜沖縄県の経験から〜」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001106696.pdf

ロジック・モデルにより施策・指標体系を整理

「第7次沖縄県医療計画推進にあたっての考え方」から引用
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出典：文部科学省
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2015/04/14/1252766_001.pdf

ロジック・モデルの例 子育て支援サービス推進事業
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ロジック・モデルの例 生活習慣病予防対策推進事業

出典：ＥＢＰＭの実践における重点フォローアップ事業のロジックモデル 厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/content/000882824.pdf
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ロジックモデル作成のポイント

(1) 政策目標との整合性

ロジックモデルの各要素が、政策（施策）目標と整合しているか？

(2) 受益者の明確性

受益者が誰かを明確にした上で、成果が受益者ごとに整理されているか？

(3) 内容の具体性

成果等の要素を具体化し、誰が見てもイメージしやすくなっているか？

(4) 論理の繋がりの明確性

活動、アウトプット、アウトカムの各項目の論理のつながりが明確か？

(5) 評価する成果（評価項目）の選定のバランス

評価する成果が、ロジックモデル内でバランス良く設定されているか？

(6) アウトプットとアウトカムの区別

アウトカムは受益者に起こる変化。アウトプットと混同していないか？

出典：「社会的インパクト評価の普及促進に係る調査報告書」（内閣府H29/3）を参考に作成 19



04 エビデンス

エビデンスとは

政策手段が、その目的の達成に、どの程度寄与するかを
明らかにする（裏付ける）証拠

ロジックモデル（仮説）の有効性について、データを用いて
統計学的手法等により、可能な限り客観的に検証する
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出典：「地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック」総務省

エビデンス（＝データ検証）のフロー

新
し
い
課
題
の
検
討

改
善
策
の
検
討
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エビデンスの種類

・記述統計

・推測統計（分析統計）

データ群から、その特徴を見出すための手段

データ群から、母集団（母平均）を推測する手段

平均、分散、標準偏差、分布など

政策課題の発見・整理に用いる

t検定など、少ないサンプルから母集団の傾向を推測
（Ex. 投薬の効果検証、選挙の出口調査など）

政策の立案・実施、効果の評価・検証に用いる

t検定：仮説検定（ある仮説が、どの程度確からしいか、確率で検証）の手法の１つ。
少ないサンプルで大きな母集団の分散を算出する方法。
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エビデンスの強度
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エビデンスの強度 エビデンスの手法

レベル１ ランダム化比較試験

レベル２a 差の差分析 等

レベル２b 重回帰分析 等

レベル３ 比較検証、記述的な研究調査

レベル４ 専門家等の意見の参照

質
が
高
い

出典：「EBPM取組方針」内閣府を元に作成

・ 対象となる政策や事業の重要度により、適切なレベルを選択
・ 実験室の環境では可能だが、実社会では難しい手法もある
・ 目的は、課題解決にあることを忘れてはいけない

エビデンスの強度 ＝ 分析結果の確かさ（質の高さ）



ランダム化比較試験（ＲＣＴ）

処置群

対照群

被験者

ランダムに
グループ分け

結果１

結果２

評価の偏り（バイアス）を避け、客観的に治療や政策の効果を評価する手法。
最もエビデンスレベルが高いEBPM手法。医療の他、経済学分野でも使われる。
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Randomized Controlled Trial

この差が
政策効果

アウトカム

エビデンス検証手法①



差の差分析

政策効果

時間効果

時間効果

処置群

対照群

時間

状態

政策的介入による効果と、時間変化（その他の要素による変化）を
仕分ける手法。 「差分の差分法」とも。
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エビデンス検証手法②



回帰分析

・ 回帰分析とは、結果となる数値と、要因となる数値の関係を調べて、
それぞれの関係を明らかにする統計的手法。

・ 目的＝将来予測・シミュレーション、検証、要因分析等。

身長（cm）

体重
（kg）

45

50

55

60

65

70

145 150 155 160 165 170 175

（例）ある学級の身長と体重の関係
単回帰分析の例

身長と体重の関係性を方程式（回帰式）で
示せる

Y（体重）＝aX（身長）＋b 

a（傾き）とb（Y切片）が分かれば、X（身長）
からY（体重）が予測できる
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エビデンス検証手法③



出典：厚生労働省「ロジックモデルを活用した医療計画の策定 〜沖縄県の景観から〜」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001106696.pdf

ロジック・モデル

沖縄県の事例
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エビデンス検証の事例

SCR:レセプト出現比



「第7次沖縄県医療計画（心血管疾患分野の事例）」

出典：厚生労働省「ロジックモデルを活用した医療計画の策定 〜沖縄県の景観から〜」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001106696.pdf

沖縄県の事例
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エビデンス検証の事例

2018〜2023



「第7次沖縄県医療計画（心血管疾患分野の事例）」

出典：厚生労働省「ロジックモデルを活用した医療計画の策定 〜沖縄県の景観から〜」
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001106696.pdf

沖縄県の事例
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エビデンス検証の事例



EBPM推進のポイント

EBPMを実行するのは職員

○ 仕組みづくり（推進チームの編成、専門家の支援等）
○ 人づくり（研修、専門家の指導助言等）

神戸市の事例

出典：総務省統計局e-stat「令和5年度 統計データ利活用事例集」
https://www.stat.go.jp/dstart/case/pdf/r5/r5_case09.pdf 30

不可欠



EBPMの対象事業選定の際の留意点

EBPMの対象とすべき事業かどうか精査が必要
→   時間やコストをかけて検証を行うべき事業か？

（観点A） 検証に要する期間

（観点B） 検証に要するコスト

（観点C） 客観的・定量的評価の可能性

検証結果を予算サイクルに反映できるかどうか？

検証が、職員の手間や人件費、外注コスト等を掛ける
のに見合うかどうか？

アウトカムの測定、適切な評価指標（KPI）設定が可能かどうか？
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３ 連携と共創の推進

 公民連携の推進

○ 公民連携プラットフォームの推進

○ シェアリングエコノミーの活用推進

・ネット上で需給マッチングを行い、モノやサービスを共同利用する
ことにより、合理的に課題を解決する仕組み。

・地域課題の解決や地域の発展に、自治体、大学、企業、金融機関
等が連携して取り組む仕組み、及び情報共有の仕組みを推進。

 広域連携の推進

・複数の自治体が連携し、システムや人材の共同利用、情報や
アイデアの共有等により、共通する課題を効率的に解決する。
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公民連携プラットフォームの事例

出典：秋田県ホームページ
https://www.pref.akita.lg.jp/uploads/public/genre_0000066448_00/累積/「あきた公
民連携地域プラットフォーム」の設置について（R4.3.7セミナー配付資料）.pdf

秋田県の事例

会員 秋田県、県内25市町村、一部事務組合
県内企業・団体等 （計 99団体）

協力 商工会議所連合会、銀行協会、大学等 33

・地域課題解決のために、自治体、企業、大学等の多様な主体が連携し
協働の取り組みを推進していくための仕組み

・案件ごとに連携の仕組みを創るのではなく、あらかじめ用意しておく
ことにより、迅速に対応できる



出典：東京都ホームページ
https://www.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/tosei/02_02_42

自治体が成果連動型介護予防事業及びエビデンスに基づく介護予防事業を推進するための、
EBPM支援プラットフォームを創成し、都民のQoL向上に資する介護予防サービスの実現を目指す

公民連携プラットフォーム＋EBPM の事例 東京都の事例

34PFS=成果連動型委託契約
(Pay For Success)

PHR=個人の健康医療データ
KDB=国保データベース



出典：茨城県ホームページ
https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/kikaku/seisaku/kikaku1-sogo/kouminrenkei.html

公民連携の取組事例 茨城県の事例
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シェアリングエコノミーの活用

シェアリングエコノミーとは？

個人が所有している遊休資産をシェア（貸し出し）することにより、

使われていない資産に新たな価値を持たせること（有効活用すること）

利用が目的であれば借りるか、買っても不要になったら売れば経済的。

所有が目的であれば、使わないときには貸せば経済的。

モノやサービスなどの資源を共同で利用することにより、合理的な

経済社会を運営すること（共有経済）

これからの日本は、高齢化や人口減少により経済的には厳しい時代を

迎えるが、シェアを上手く活用することにより実質的な可処分所得と

可処分時間を増やすことが可能となる。

36

シェアリングエコノミーを活用することにより、各種課題の解決が可能に。



シェアリングエコノミーの5つの分野

（１） スキル クラウドソーシングなど、知識、労働のシェア

（２） 空間 会議室、駐車場、宿泊施設などのシェア

（３） 移動  カーシェア、ライドシェア、自転車のシェアなど

（４） モノ 事務機器、洋服、おもちゃ、不用品など

（５） お金  クラウドファンディングなど

37



38シェア・ニッポン100 事例集（令和２年度版） デジタル庁

自治体におけるシェアリングエコノミー活用事例

スキルのシェアの事例



39シェア・ニッポン100 事例集（令和２年度版） デジタル庁

空間のシェアの事例



40シェア・ニッポン100 事例集（令和２年度版） デジタル庁

スキルのシェアの事例



シェア・ニッポン100 事例集（令和２年度版） デジタル庁 41
2024/9月から本格実施

スキルのシェアの事例



ライドシェア
・一般ドライバーが自家用車を活用して、有償で乗客を運ぶサービス。
・配車アプリ等により、ドライバーと乗客をマッチング。

公共ライドシェア（自治体ライドシェア）
・公共交通が十分に提供されていない地域（交通空白地）における住民や観光客

等を対象に、または公共交通機関を利用できない身体障害者等を対象に、
自治体やNPO等が主体となり運行。

・茨城県では、つくば市、土浦市、下妻市、牛久市の4市が共同で、乗合型移動
サービスを提供する事業者と連携し、各エリアで運行を開始している。

日本版ライドシェア
・特定の地域・時間帯において、タクシーが不足している場合に、国の許可を

得て、タクシー会社が実施主体となり、運行される。
・2024年4月〜開始、全都道府県に拡大。
・茨城県では、水戸市、笠間市、ひたちなか市、那珂市、茨城市、大洗町、

東海村（水戸県央交通圏）で実施。

ライドシェアの事例 茨城県の事例

42

道路運送法 78条2号

道路運送法 78条3号

移動のシェアの事例



４ 職員の育成と、組織環境の整備推進

・ 新しい提案や取組等、挑戦を善しとする文化

・ 多様な人材、考え方を受け入れる文化

・ 無謬性神話からの脱却

・ トライ＆エラーのルールの明確化 など

組織文化の刷新

組織文化を棚卸し、再定義する

・組織の文化として共有、定着を図る
・職員の「心理的安全性」を担保

43



・ 柔軟な、活動しやすい組織

・横断的課題解決のためのプラットフォーム(P/F)開設
・P/Fはバーチャルな組織（チーム）をイメージ
・P/Fでは、職位等にこだわらない、闊達な意見交換が可能に
・リアルな組織とバーチャルな組織の連携も志向

働きやすい組織環境

・ 検討や研究がしやすい環境の整備

・データの活用基盤、分析ツールの活用基盤
・データ活用人材の育成
・専門家による支援

44



リアル組織
（既存の組織）

バーチャル組織
（サイバー空間上の組織）

組織のタイプ ピラミッド型 フラット型

リーダー 所属長 ファシリテーター
プロジェクトマネージャー

仕事の進め方 ウォーターフォール型 アジャイル型

マネジメント
の手法

トップダウン
指示命令型

ボトムアップ
自主性重視型

情報共有ツール 会議（対面） チャット、ウェブ会議

特長 既存業務の迅速な判断、
処理

組織の壁を越えた連携
多様な知恵・情報の共有

リアル組織とバーチャル組織の連携（イメージ）

45

○ 新規行政課題に対応するため、多様な知恵を集める仕組みが必要

○ 通常業務を行う「リアル組織」の他、特定課題に対処する「バーチャル
組織」を設置し、相互に連携させる



創造的活動従事制度 福井県の事例

出典：福井県ホームページ
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/jinji/shigotonosusume/shigotonosusume.html#ふくい式20％ルール

ふくい式２０％ルール

○ 事前に届出たうえで、勤務時間の一部を創造的活動に充てることができる制度

福井市でも2024/9月から実施

46



終 了

ご静聴ありがとうございました
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